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団結権 団体交渉権 争議権

民間企業の労働者 ○ ○
○

（ただし、一部公益性の強
い特殊な企業などを除く）

警察職員、海上保安庁または刑
事施設で勤務する職員、防衛省
職員などの国家公務員 
警察職員、消防職員などの地方
公務員

× × ×

上記以外の一般職・非現業の国
家公務員・地方公務員（含教育
職員）、裁判所職員、国会職員

○ 
（職員団体）

△
（団体交渉の対象事項の範囲制
限あり、団体協約締結権なし）

×

現業職員、行政執行法人、地方
公営企業の職員、技能労務職員

（地方）

○
（労働組合。ユニオンショッ
プは禁止）

○
（労働協約締結は可能。ただし、
効力の制限および団体交渉の対
象事項の範囲制限あり）

×

資料1●公務員の労働基本権の制限

公務員とは
一口に「公務員」といっても、その職務は多種

多様である。また、その性質によって国家公務員
と地方公務員、一般職と特別職等に分けられるが、
憲法第 15 条 2 項には「すべて公務員は、全体の
奉仕者であつて、一部の奉仕者ではない」とある。
つまり、職種を問わず、公務員は皆「国民全体の
奉仕者」として職務に従事する義務を負っている。

公務員の仕事は、国民・住民の利益に直接影響
を及ぼすため、公務員には民間企業の社員以上に
高い倫理観が要求されている。こうした「公務員」
の性格から、公務員は憲法の保障する基本的人権
に制限が課せられている。まず、国家公務員法第
96 条および地方公務員法第 30 条には「職務の遂行
に当つては、全力を挙げてこれに専念しなければな
らない」とある。これを服務の根本基準とした上
で、次のような服務上の規定がなされている。

①労働基本権の制限
公務員は、その職務の公共性と地位の特殊性か

ら、ストライキ等の争議行為が禁止されている。
ただし、団結権・団体交渉権については、職種に
よって制約される内容が異なる（資料1参照）。
いずれにせよ、公務員の労働基本権は少なからず
制約を受けることになるが、人事院や人事委員会
の勧告制度等の代替措置により、勤務条件や身分
は保障されている。
②政治的行為の制限

公務員は、選挙権の行使を除き、政治的に中立
な立場でいなければならない。例えば、特定の政
党を支持するために寄附金を募ったり、デモを企
画したりすることはできない。この制限は、偏り
のない行政の運営や公共の利益を保障するために
必要とされている。
③私企業からの隔離
②と同様、行政の公平性という観点から、公務
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国家公務員
約589,000

一般職
約291,000

特別職
約298,000

給与法適用職員　約281,000
（一般行政官・外交官など）

行政執行法人職員
約7,000

大臣、副大臣、大臣政務官、大使、公使等
約500

行政執行法人役員
約30

国会職員
約4,000

検察官
約3,000

裁判官、裁判所職員　約26,000

（令和 4年度末の予算定員。ただし、行政執行法人については、令和 3年 10 月 1日現在の数。各数字は約～人）

防衛省職員
約268,000

資料2●国家公務員の種類と数

員は営利企業の役員・社員になることや、自ら営
利企業を経営することが禁止されている。また、
離職後の営利企業への就職に関しても規制が設け
られている。ただし、就職は憲法で保障されてい
る職業選択の自由や勤労の権利等にも関わること
であるため、公共の利益に反しない限りは、官民
人材交流センターからの紹介や、再就職等監視委
員会などの承認を得て認められる。

国家公務員と地方公務員
公務員は、国家公務員と地方公務員に大別でき

る。
国家公務員は、内閣府や総務省等といった国の

行政機関（その地方機関や付属機関等を含む）の
ほか、国会や裁判所等に勤務する職員を指す。地
方公務員は地方公共団体（都道府県や市区町村等）
に勤務する職員を指し、一般的にイメージされが
ちな都道府県庁・市区役所・町村役場の事務職員
だけでなく、公立学校の教職員、警察官、消防士
等も含まれる（ただし、警視正以上の階級の警察
官は国家公務員とされる）。

大まかにいえば、国家公務員は国家規模の大き
な事業に携われる点が魅力である反面、巨大な組
織の中で仕事の成果を身近に感じにくいという側
面がある。それに対して、地方公務員は職務はそ
の地域に限定されたものであるが、住民の生活に
密着した仕事であるため、その成果を実感しやす
い。

担当職務に関しては、国家公務員は採用された
官庁等から異動することはほとんどないため、一
貫してその官庁等の仕事にのみ従事する。それに
対して、地方公務員はその地方公共団体の内部組
織間の異動が多いため、性質の異なる職務に広く

携わることになる。
転勤という観点では、国家公務員は全国各地に

異動を命じられる可能性があるが、国家一般職高
卒区分での採用者については原則として採用され
た人事院地方事務局（所）の管轄区域内に限られ
る。地方公務員は原則としてその地方公共団体の
区域内で職務に従事する。

 国家公務員の種類
国家公務員は、一般職と特別職に分けられる。

国家公務員法第 2 条 3 項に掲げられている職が特
別職とされ、それ以外の職が一般職とされている。
特別職には、大臣をはじめとした政府高官だけで
なく、防衛省職員、裁判所職員、国会職員等も含
まれる。これらの職には国家公務員法は適用され
ず、給与や服務等に関する制度が別に定められて
いる。また、任用に関しても個別に試験や選考が
行われている。

国家公務員の一般職のほとんどは、人事院が実
施している国家公務員採用試験で採用されている

（ただし、同試験で採用される防衛省職員は特別
職とされる）。一般職の職務内容も多岐にわたる
が（資料2参照）、ここでは非現業職員を種類別
に紹介したい。
行政職（一）

行政機関（付属機関等を含む）で事務や技術の
仕事に従事する職員。一般職給与法が適用される
職員のほとんどが該当する。
行政職（二）

公用車の運転、ボイラー等の機器の操作、庁舎
の監視その他の職務に従事する職員。
専門行政職

航空管制官、特許庁の審査官・審判官、家畜防
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疫官、植物防疫官等、特定の専門行政の分野で専
門的な知識・技術を必要とする業務に従事する職
員。
税務職

国税庁で租税の賦課・徴収に関する事務に従事
する職員。税務職員採用試験での採用者等が該当
する。ただし、入庁直後に税務大学校で研修を受
講する 1 年間は行政職（一）とされる。
公安職（一）（二）

治安維持に係る業務に従事する職員。警察官、
皇宮護衛官、入国警備官、刑務所等に勤務する職
員（刑務官等）が（一）、検察庁、公安調査庁、少
年院、海上保安庁等に勤務する職員が（二）に該
当する。
海事職（一）（二）

海に関する事項や海上で発生する事項等に携わ
る職員。海上保安庁等の船舶に乗り込む職種のう
ち、遠洋区域・近海区域を航行区域とする船舶や
その他人事院の指定する船舶に乗り込む船長、航
海士、機関長、機関士等が（一）、その他は（二）
に該当する。
教育職（一）（二）

教育、研究、職業訓練等に携わる職員。行政機
関に置かれる大学校の教授等、大学に準じる教育
施設に勤務し、学生の教育・研究指導および研究
に係る業務に従事する職員等が（一）、医療施設
等に置かれる看護師等の養成所の教官等、高等専
門学校に準じる教育施設に勤務し、職業に必要な
技術を指導する職員等が（二）に該当する。
研究職

各官庁の付属機関または独立行政法人である試
験所や研究所等に勤務し、試験研究や調査研究業
務に従事する職員。
医療職（一）（二）（三）

医療に従事する職員。病院、療養所、診療所等
に勤務する医師、歯科医師が（一）、薬剤師、栄
養士等が（二）、保健師、助産師、看護師、准看
護師等が（三）に該当する。
福祉職

国の身体障害者更生援護施設、児童福祉施設等
に勤務し、入所者の指導、保育、介護等の専門的
な対人サービスを行っている指導員、保育士、介
護員等。
専門スタッフ職
「情報分析官」「政策研究官」「国際交渉官」等

として、特定の分野についての高度な知識や経験
を生かして調査、研究、情報分析等を行い、政策
の企画・立案等を支援する職員。
指定職

事務次官、外局の長、試験所・研究所長、病院・
療養所の長等。
特定任期付職員

高度な専門的な知識や優れた識見を一定期間活
用して遂行することが特に必要とされる業務に従
事する職員。
任期付研究員（第一号）（第二号）

国の試験研究機関において研究業務に従事する
一般職の職員で、一定の任期を付して採用された
者。

地方公務員の種類
地方公務員も、国家公務員と同様、一般職と特

別職に分けられる。地方公務員法第３条３項によ
ると、特別職には、臨時的・非常勤的な性格の職

（非常勤の消防団員等）や、就任にあたって選挙
による選出や地方議会の議決・同意を要する職（地
方公共団体の首長や地方議会の議員等）等が該当
し、それ以外の職が一般職とされている。

地方公務員においても、一般的な事務や技術 
の仕事に従事する職員が相当数を占めているが、 
その他にも、地域住民の社会生活に密接に結び
つく教育職、保育士、医療職、福祉関係の資格職、
農林水産や土木関係の技術職の職員が多いことが
特色といえる。また、前述のとおり、警察官の大
多数や消防士も地方公務員とされ、警視以下の警
察官は都道府県、消防士は東京都（東京消防庁）、
市町村、消防組合の職員である。

地方公務員の一般職の採用は、各地方公共団体
で個別に実施される採用試験を通じて行われてい
る。 

公務員の給与と昇任
公務員の給与は、俸給と諸手当からなり、俸給

は民間企業の「基本給」に相当する。初任給は、
職務経験の有無等で金額が異なる。また、昇格・
昇給は、従来の年功的な制度から、勤務実績を反
映したものへと移行しつつある。

国家公務員の新規高卒者の場合、俸給は下記の
通りである（2023 年度採用試験の概要等による。
国家一般職、皇宮護衛官、刑務官、入国警備官、
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裁判所一般職については、東京都特別区内に勤務
する場合の金額）。さらに、この金額に諸手当が
加算される。

国家一般職高卒：185,520 円
皇宮護衛官高卒・刑務官・入国警備官：213,600 円
税務職員：173,152 円
航空保安大学校学生・気象大学校学生：163,876 円
海上保安大学校学生・海上保安学校学生：154,600 円
衆議院事務局一般職高卒・参議院事務局一般職高卒：185,520 円
衆議院事務局衛視・参議院事務局専門職（衛視）：214,320 円
裁判所一般職高卒：180,720 円
地方公務員の初任給は地方公共団体によって異

なるが、大まかにみると、都道府県・政令指定都
市では国と同水準である場合が多く、その他の市
および町村では国と同水準か、もしくはやや下回

る。
昇任については、役職の名称や数、決定方法は

国家公務員と地方公務員でやや違いがあるもの
の、年齢要件を満たしつつ、一定のキャリアを積
めば本人の希望で昇任試験に挑戦することができ
るという点では共通している。また、昇任を選考
で決める場合もある。

国家一般職高卒採用者の場合、33 ～ 34 歳で係
長級、40 歳過ぎで課長補佐級になるのが一例であ
る。

地方公務員の場合は地方公共団体によって異な
る。都道府県を例にとると、高卒程度試験での採
用者は 40 歳程度で係長相当に昇任する場合が多
く、国家公務員と比べて昇任までの期間が長くな
る傾向にある。

①公平な受験機会
各試験の受験資格に合致すれば誰でも受験で
きる。
国家公務員一般職高卒の場合、受験資格は高
等学校卒業見込み、および卒業後２年以内の者
となっている。
②採用は実力本位、昇進も成績主義
採用試験は競争・公開・平等の原則のもと、
実力さえあれば誰にでも合格のチャンスがあ
る。任用後も公平な選考等によって昇進する。
③公共の仕事で、やりがいがある
公共の利益・福祉の増進のために、社会的価
値のあるものの創造に携わるので、仕事の成果
は後世に残っていく。
④多種多様な職種
事務系職種と一口にいっても、一般事務をは
じめ、学校事務、警察事務もある。また、技術
系職種も多くの専門分野があるほか、公安系職
種には警察官、消防士のほかに刑務官、入国警
備官、皇宮護衛官等もある。

⑤能力向上、自己啓発の機会が豊富 
研修の機会に恵まれており、直接仕事に関係
することだけでなく、国内・国外の最新の知識
や技術を得る機会も多く与えられている。
⑥勤務条件の整備
平日の勤務時間は比較的一定している。しか
し、実際の勤務時間については、その職務の性
質・特殊性から、変則勤務や超過勤務もあり、
必ずしも一様ではない。交代制勤務の例として
は、国家公務員では航空管制官、税関職員、気
象台職員等、地方公務員では警察官や消防士等
が挙げられる。
⑦休暇制度の整備
交替制勤務等、特別の勤務に従事する職員を
除き、完全週休2日制が導入されている。また、
育児休暇制度、介護休暇制度も施行されている。
⑧福利厚生面の施設・環境が充実 
職場環境が整備されているほか、住宅・医療
施設が充実している。公務員住宅も勤務地や近
辺にあり、独身寮もある。
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公務員の魅力

本年と前年の『公務員試験ジャーナル』のバックナンバーは、小社サイト
「教材 NAVI」でご覧いただけます。

高等学校の TOP ページ（www.jitsumu-kyouzai.com/highschool/）
より、「活用情報」→「指導情報」をご覧ください。

『公務員試験ジャーナル』
バックナンバーについて


